
北海道土地利用基本計画について

参考資料
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設置根拠

調査審議事項

組 織

開催状況

北海道国土利用計画審議会の概要

・令和４年度 ： ２回開催 - 会長の選出及び会長職務代理者の指名（R5.2.10）

北海道土地利用基本計画（計画図）変更審議

・令和５年度 ： ２回開催 - 北海道土地利用基本計画（計画図）変更審議

・令和６年度 ： ２回開催 – （仮称）北海道国土利用計画・土地利用基本計画策定審議

北海道土地利用基本計画（計画図）変更審議

・令和７年度 ： ２回開催 – 北海道土地利用基本計画（計画図）変更審議

１ 国土利用計画法第３８条第１項

２ 北海道国土利用計画審議会条例

１ 北海道国土利用計画に関すること

２ 国土利用計画(市町村計画)に関すること

３ 北海道土地利用基本計画に関すること

４ 国土利用に関する基本的な事項及び土地利用に関し重要な事項

１ 委員１５人以内（現委員：１４人）

２ 任期３年（第１７期：令和５年２月１日～令和８年１月３１日）



即する

目的

国土利用計画の策定、土地利用基本計画の作成、土地取引の規制に関する措置その他土地利用を調整するための措置を講ずることにより、国
土形成計画法による措置と相まって、総合的かつ計画的な国土の利用を図る。

許可制

国土利用計画法の概要

注視区域等が指定された場合には、地価動向、土地取引
動向等について調査する。

都道府県の区域を対象として、当該地域の土地利用に関する諸計画を
総合的に調整するとともに、土地取引に関しては直接的に、開発行為に
関しては個別規制法を通じて間接的に規制の基準として機能。

規制区域

監視区域

注視区域

上記以外

事前届出制

事後届出制

《勧告（許可）要件等》

価格＋利用目的

本道指定区域なし

利用目的

届出等を経て取得された後、２年を経過した一定規模以
上の低未利用地で、利用を促進する必要があるものについ
て、遊休土地である旨の通知等を行う。

国土の利用に関する基本構想。国土の利用目的に応じた区分ごとの規
模の目標について定める。

国土利用計画審議会所管 土地利用審査会所管

都道府県計画 市町村計画

基本とする

土地の投機的取引及び地価の高騰が国民生活に及ぼす弊
害を除去し、かつ、適正かつ合理的な土地利用の確保を図
るため、土地取引段階における規制措置を講じる。
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遊休土地に関する措置

土地取引動向の調査

土地取引の規制に関する措置

全国計画

土地利用基本計画

国土利用計画

都 市 計 画 法 都 市 計 画 区 域

農 振 法 農 業 振 興 地 域

森 林 法 地域森林計画対象民有林 等

自 然 公 園 法 国 立 ・ 国 定 公 園 等

自然環境保全法 道自然環境保全地域 等

個

別

規

制

法

都 市 地 域

農 業 地 域

森 林 地 域

自然公園地域

自然保全地域

五

地

域



五地域区分の定義等

五地域
区分

国土法上の規定 運用 細区分（注）

都市地域 一体の都市として総合的に
開発し、整備し、及び保全
する必要がある地域（法第
９条第４項）

都市計画法第５条により都市計画区域として指定
されている又は指定されることが予定されている
地域

都市計画法にいう「市街化
区域」「用途地域」「市街
化調整区域」と「その他」

農業地域 農用地として利用すべき土
地があり、総合的に農業の
振興を図る必要がある地域
（法第９条第５項）

農業振興地域の整備に関する法律第６条により農
業振興地域として指定されている又は指定される
ことが予定されている地域

農業振興地域の整備に関す
る法律にいう「農用地区
域」と「その他」

森林地域 森林の土地として利用すべ
き土地があり、林業の振興
又は森林の有する諸機能の
維持増進を図る必要がある
地域（法第９条第６項）

森林法第２条第３項に規定する国有林の区域又は
同法第５条第１項の地域森林計画の対象となる民
有林の区域として定められている又は定められる
ことが予定されている地域

森林法にいう「保安林」の
区域と「その他」

自然公園
地域

優れた自然の風景地で、そ
の保護及び利用の増進を図
る必要があるもの（法第９
条第７項）

自然公園法第２条第１号の自然公園として指定さ
れている又は指定されることが予定されている地
域

自然公園法にいう「特別地
域」とその他の「普通地
域」

自然保全
地域

良好な自然環境を形成して
いる地域で、その自然環境
の保全を図る必要があるも
の（法第９条第８項）

自然環境保全法第14条の原生自然環境保全地域、
同法第22条の自然環境保全地域又は同法第45条第
１項に基づく都道府県条例による都道府県自然環
境保全地域として指定されている又は指定される
ことが予定されている地域

自然環境保全法にいう「原
生自然環境保全地域」「特
別地域」とその他の「普通
地域」
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※ 白地地域・・・五地域のいずれにも属さない地域

注）細区分・・・五地域の区分に応じて、それぞれの個別規制法に基づいて定められた当該各地域に掲げる地域・地区等
地域区分が重複する場合に、土地利用の優先順位及び土地利用の誘導方向に関係（次頁参照）



　重複地域における土地利用の調整指導方針

五 地 域 区 分 都　　市 農 業 森 林 自然公 自然保全
地　　域 地 域 地 域 園地域 地　　　域

五

地

域

区

分

市
街
化
区

域

及

び

用

途

地

域

市

街

化

調

整

区

域

そ

の

他

農

用

地

区

域

そ

の

他

保

安

林

そ

の

他

特

別

地

域

普

通

地

域

原

生

自

然

環

境

保

全

地

域

特

別

地

区

普

通

地

区
都　　市 市街化区域及び用途地域
地　　域 市 街 化 調 整 区 域 ×

そ の 他 × ×
農　　業 農 用 地 区 域 × ← ←
地　　域 そ の 他 × ① ① ×
森　　林 保 安 林 × ← ← × ←
地　　域 そ の 他 ② ③ ③ ④ ⑤ ×
自然公園 特 別 地 域 × ← ← ← ← ○ ○
地　　域 普 通 地 域 ⑥ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
自然保全 原生自然環境保全地域 × × × × × × ← × ×
地　　域 特 別 地 区 × ← ← ← ← ○ ○ × × ×

普 通 地 区 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

[凡例]

× 　制度上又は実態上、一部の例外を除いて重複のないもの

← 　相互に重複している場合は、矢印方向の土地利用を優先する

○ 　相互に重複している場合は、両地域が両立するよう調整を図る

① 　土地利用の現況に留意しつつ、農業上の利用との調整を図りながら都市的な利用を認める

② 　原則として都市的な利用を優先するが、緑地としての森林の保全に努める
　（例：地域によっては、市街化地域に残存する森林については緑地としての森林の保全を優先する等）

③ 　森林としての利用の現況に留意しつつ、森林としての利用との調整を図りながら都市的な利用を認める

④ 　原則として農用地としての利用を優先するものとするが、農業上との利用との調整を図りながら森林
　としての利用を認める

⑤ 　森林としての利用を優先するものとするが、森林としての利用との調整を図りながら農業上の利用
　を認める

⑥ 　自然公園としての機能をできる限り維持するよう調整を図りながら都市的利用を図る

細

区

分

細 区 分
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国土の適正かつ合理的利用のための総合的見地からの審議

1 北海道国土利用計画・土地利用基本計画との整合性がとれているか

2 重複地域も含め地域変更後の五地域区分の設定が適切か

3 重複地域における地域変更は、土地利用基本計画の土地利用の優先順
位等に即しているか

4 特定の地域における地域変更が、他地域へ悪影響を与えていないか

◆審議のポイント
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